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論 文 内 容 の 要 旨 

 田口玄一によって提唱された品質工学は社会に浸透し、最近ではいろんな業種に適用されている。特に商品の設

計・開発の段階で活用され、その実績が発表されている。従来からある実験計画法では実際に測定した品質の物性的

な特性を用いて、この要因の効果の分析を行う。一方、品質工学では、その特性の観測値を用いるのではなく、同一

条件で実施した複数の観測値から求めた SN 比という代用特性値で評価するのが特徴である。この SN 比は実験され

た条件における平均値とばらつきを同時に評価できるとしている。多くの成功例が報告されているが、一方、失敗例

もかなり存在しているが、これらの原因についての研究が少なく、多くは、実験者が未熟であるとして処理されてい

るのが現状である。我々が仮説を証明する実験がうまくいかない場合の原因は大きく分けると、その実験を構成して

いる要素技術が未完成の場合と、実験の対象に所定の機能を持たせるための条件探索がうまくいかない場合がある。

前者は、固有の技術の問題であるので、本論文では後者の場合について、確実に期待した機能を有する条件を探索す

るための方法を提案するために、SN 比の基本的な構造を明らかにし、このことからくる不都合な挙動の構造解明と

そのひとつの解決法を考案し提案した。 

 品質工学では主に特殊な L18 直交表を用い、18 種類の誤差条件と称し、実験条件毎に４回（L4 直交表）もしくは

８回（L8 直交表）の複数の測定値を得る。これらの値を用いて SN 比を求める。このようにして求めた SN 比の中か

らもっとも大きな SN 比（ばらつきがもっとも小さい条件であるとする）の実験条件を望ましいものと判定する。現

実のパラメータ設計実験の実施状況をみていると、最も良いと考える水準組合せ（最大 SN 比の条件）を最適として、

１種類の組み合わせを決め確認実験（もしくは、２段階目の実験）を行っているのが現状である。一部の慎重なひと

は２位や３位の水準組合せも対象として、最終の確認実験に移っている。このとき、どの範囲の結果までを対象にす

べきかについては明確な判断基準がなく、実験の担当者に判断を委ねている。 

 そこで、まず SN 比の基本的な構造をモーメントに分解し、１次と２次の大きさに注目した。この結果より、１次

と２次のモーメントの SN 比にしめる割合は一定ではなく、最適条件の選定に影響することが判明した。次に、確認、

もしくは２段階目の実験に移行するときに平均を変化させたときに生じる SN 比の変化量をその定義式から数値演算

によって算出し、確認実験に移るときに候補として残しておくべき SN 比の範囲を定量的に求めた。これを用いるこ

とで、候補から脱落することを防止できる。 

【４】
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 つぎに、SN 比を求めるときに、直接の測定値である観測されたものは、従来からよく知られているように母集団

のパラメータとは一致しない。一般的な正規分布に従う場合を考えてみた場合、母平均μと母分散σは標本平均と標

本分散となる。したがって、これらの標本値から求められた SN 比も母集団のパラメータから求められるものとは一

致しない。SN 比はその定義の中に、データの平均に関する部分とばらつきに関する部分が両方含まれている。数理

統計理論より、標本の平均は正規分布（u）に、標本の分散はχ2 乗分布（χ2）に従い、標本平均と標本分散は独立

である。この性質を用い、任意の確率θになる標本の平均と分散の累積同時分布を求め、区分積分し確率を算出した。

このとき、平均と標準偏差を０～∞の範囲で変化させ、累積同時分布確率を求めた。また、同時に望目特性・望大特

性と望小特性の各定義式に従って SN 比（SN－R）を求めた。推定の信頼度θとなる領域の凸包領域を求めることが

できる。この領域内においてそれぞれの SN 比を求めると信頼度θにおける SN 比の等高曲面が得られる。また、こ

の面の等高線は平行ではなく、ねじれており、かつ、その間隔は等しくない。この凸包領域内の SN 比を SN－R と

し、信頼度θにおける最小 SN 比と最大 SN 比の差△（θ）を求めた。 

 今回の実験の中から最大の SN 比となる条件を選び出し、本研究で求めた△（θ）分小さい値の条件までのものを

確認実験に含めてやることで、期待する最適条件が見落すことを防止できる。そこで、本研究では、平均μと標準偏

差σが変化した場合の同時分布関数 F（y1、y2）と凸包領域内 SN 比を求め、各条件と自由度が変化した場合の最適

条件判定値△（θ）を算出し、その活用方法について提案した。 

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 

 近年、品質工学は社会に広く浸透し、いろいろな業種に適用されている。特に商品の設計開発段階で活用され、そ

の実績が発表されている。従来からある実験計画法では実際に測定した品質の物性的な特性を用いて要因効果の分析

を行うが、品質工学ではその特性の観測値を用いるのではなく、同一条件で実施した複数の観測値から求めた SN 比

という代用特性値で評価するのが特徴である。この SN 比は実験された条件における平均値とばらつきを同時に評価

できるとしている。多くの成功例が報告されている一方、失敗例もかなり存在しているが、これらの原因についての

研究は少なく、多くの場合、実験者が未熟であるとして処理されているのが現状である。仮説を証明する実験がうま

くいかない原因は大きく分けると、その実験を構成している要素技術が未完成の場合と、実験の対象に所定の機能を

持たせるための条件探索がうまくいかない場合がある。前者は、固有の技術の問題であるので、本論文では後者の場

合について、確実に期待した機能を有する条件を探索するための方法を提案するために、SN 比の基本的な構造を明

らかにし、このことからくる不都合な挙動の構造解明とそのひとつの解決法を提案している。 

 品質工学では主に特殊な L18 直交表を用いて 18 種類の実験条件を定め、各実験条件で４回（L4 直交表）もしくは

８回（L8 直交表）の複数の測定値を得る。これらの値から求められた SN 比の中からもっとも大きな SN 比の実験条

件を望ましいものと判定する。現実のパラメータ設計実験の実施状況をみていると、最も良い実験条件を最適な組み

合わせと決め、確認実験もしくは２段階目の実験を行っており、一部の慎重な人は２位や３位の水準組合せも対象と

して次段階の確認実験に移っている。このとき、どの範囲の結果までを対象にすべきかについては明確な判断基準が

なく、個人に判断を委ねている。 

 本論文の主要な成果は以下の通りである。 

１. SN 比の基本的な構造をモーメントに分解し１次と２次の大きさに注目し、これらの SN 比に占める割合が一定

ではなく、最適条件の選定に影響することを明らかにした。 

２. 平均値を変化させたときに生じる SN 比の変化量をその定義式から数値演算によって算出し、確認実験に移ると

きに候補として残しておくべき SN 比の範囲を定量的に求めた。これを用いることで、候補から脱落することを

防止できる。 

３. 標本値から計算される SN 比の分布を数理統計理論から求め、任意の確率に対する標本の平均と分散の累積同時

分布を求め、区分積分し確率を算出した。これによって望目特性、望大特性と望小特性の各定義式に従って、あ
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る信頼度の下での SN 比の推定領域を求めた。この領域内における SN 比の等高曲面は平行ではなく、その間隔

も等しくない。 

４. この領域内の最小 SN 比と最大 SN 比の差ΔSN を求めることにより、実験から選ばれた最大の SN 比となる条

件からΔSN だけ小さい値の条件までのものを確認実験に含めることで、最適条件の見落しを防止することを可

能にした。 

 以上のように、本論文は、品質工学における SN 比の適用に関する数理統計的な検討と実施法について述べたもの

である。これらの成果は、情報科学、特に統計的データ解析、パラメータ設計などの分野における発展に寄与すると

ころが大きい。よって、博士（情報科学）の学位論文として価値あるものと認める。 




